
令和４年11月補正予算（案）

１　補正予算（案）の概要

○一般会計補正予算額   　　　52億5,594万円

○主な内容　

　(1)原油価格・物価高騰対策

　(2)新型コロナ対策

　(3)未来への投資（Ｇ７教育大臣会合、ＤＸの推進など）

　(4)その他

２　補正予定額

(1)一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 663,033,569 106,020,111 44,206,300 114,880,506 397,926,652

補正予定額 5,255,937 1,974,778 69,000 1,566,960 1,645,199

合　計 668,289,506 107,994,889 44,275,300 116,447,466 399,571,851

(2)特別会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予定額 合計

収　入 33,701,120 285,024 33,986,144

支　出 35,734,169 377,132 36,111,301

収　入 10,179,129 212,373 10,391,502

支　出 10,180,878 212,373 10,393,251

収　入 8,286,877 90,000 8,376,877

支　出 8,136,917 712,162 8,849,079

水道事業会計 支　出 3,124,715 2,341 3,127,056

収　入 3,855,431 968 3,856,399

支　出 5,052,908 1,923 5,054,831

収　入 68,280 137 68,417

支　出 92,739 147 92,886

病院事業会計
光熱費高騰、人事委員会勧告
に伴う給与費の増額

会　　計　　名 備　考

令和４年11月21日
経営管理部財政課

区　分 金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

備　考

工業用水道事業
会 計

指定管理施設の光熱費高騰分
の増額、人事委員会勧告に伴
う給与費の増額

地域開発事業
会 計

指定管理施設の光熱費高騰分
の増額、人事委員会勧告に伴
う給与費の増額

流域下水道事業
会 計

指定管理施設の光熱費高騰分
の増額

電気事業会計
若土発電所老朽化対策事業に
おける工事費の増額、利益剰
余金の一般会計への繰出し

人事委員会勧告に伴う給与費
の増額

(参考) 一般会計11月補正額等の推移 （単位：百万円）

Ｒ４ Ｒ３ Ｒ２ Ｒ元 Ｈ30 Ｈ29

5,256 4,935 5,489 1,878 2,252 2,678

668,290 680,223 720,361 568,378 561,996 560,875

11 月 補 正 額

11 月 現 計 額

※R3、R2、H29は追加提案分を含んだ額
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１　原油価格・物価高騰対策 （単位：千円）
［補正後現計］

拡
（教育企画課・
保健体育課） 2,270

[7,270]

財　　源

新
（医務課・

こども家庭室） 557,519

事業内容

財　　源

新 （農村整備課） 14,220

事業内容

財　　源

新 （森林政策課） 47,500

事業内容

財　　源

新
（管財課・教育企画課
・警・会計課　他） 853,509

財　　源

　電気料金の高騰に伴い不足する射水排水機場の管理運営に係る委託料を増額

土地改良施設管理費補助金　等

豊かな学校給食等提供支援事業

　食品等の値上げによる学校給食等への影響を踏まえ、保護者負担を増やすこ
となく、県立学校における給食等の質を維持するための費用を追加で補てん

地方創生臨時交付金

基幹水利施設に対する電力高騰対策支援事業

林業・木材産業燃料等価格高騰対策緊急支援事業

　燃料価格や電気料金の高騰の影響を受ける林業・木材産業事業者等に対し、
燃料費等の高騰分を支援

地方創生臨時交付金

（補助対象）林業事業者、原木を加工している木材産業事業者、
　　　　　　県産未利用間伐材を燃料とする木質バイオマス発電事業者
（補助率）　1/2以内

医療機関等に対する光熱費等高騰対策緊急支援事業

　原油価格の高騰等の影響を受ける県内医療機関等に対し、光熱費等の高騰分
を支援

地方創生臨時交付金

県有施設の光熱費高騰への対応

　指定管理施設や県立学校、中央病院、警察施設、県庁舎における光熱費高騰
分を増額

一般財源、地方創生臨時交付金　等

(1)医療機関等
（対象機関）病院、診療所（医科・歯科）、薬局、施術所、
　　　　　　助産所、歯科技工所
（支援額）①光熱費　病院・有床診療所１床あたり３万円
　　　　　　　　　　無床診療所、薬局等１施設あたり６万円
　　　　　②車両燃料費　人工透析患者2.5万円～/台
　　　　　　　　　　　　訪問診療5.5千円/台
(2)社会福祉施設
（対象機関）認可外保育施設（富山市除く）、児童養護施設等
（支援額）　認可外保育施設　＠900円×利用定員
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1施設あたり下限２万円）
　　　　　　児童養護施設等　＠1,800円×暫定（認可）定員
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1施設あたり下限２万円）

（委託先）射水平野土地改良区
（負担率）国9/30、県7/30、市7/30、土改7/30
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２　新型コロナ対策 （単位：千円）
［補正後現計］

（高齢福祉課） 876,000

[1,107,000]

事業内容

財　　源

(高齢福祉課) 876,000

[1,229,626]

財　　源

新 （健康対策室） 20,000

事業内容

財　　源

新 （健康対策室） 267,300

事業内容

財　　源

(健康対策室) 32,000

[42,000]

事業内容

財　　源

（交通戦略企画課） 90,000

[197,000]

事業内容

財　　源

地域医療介護総合確保基金

　介護サービス事業所等において感染者が発生した際、介護サービスを継続し
て提供するために必要となるかかり増し経費に係る支援を増額

①人材確保・消毒費用等を定額補助
②施設内療養者１人につき最大15万円を支援（12月末までの間、
　療養者が一定数を超える場合、更に最大15万円を追加支援）

介護サービス事業所等に対するサービス継続支援事業

　季節性インフルエンザとの同時流行や、新型コロナの感染再拡大に備え、診
療・検査体制の確保・強化を図る救急医療機関に対し、協力金を支給

高齢者施設等の従事者等に対する集中的検査事業

　高齢者施設等におけるクラスター対策を強化するため、新たに、従事者等に
対する集中的検査を実施

感染症予防事業費等国庫負担金　等

地方創生臨時交付金

ビヨンドコロナを見据えた公共交通等の活性化支援

地域医療介護総合確保基金（介護分）の積み増し

（補助対象）県内交通事業者（鉄軌道、バス）
（対象経費）観光事業者等と連携した利用促進に資する事業 等
（補助率）対象経費の1/4（国1/2、県1/4）

感染拡大時の医療提供体制確保事業

　交通事業者による、感染拡大防止に配慮した運行維持、デジタル化や、観光
事業者等と連携した利用促進の取組みに対し、国と連携して支援

　「介護サービス事業所等に対するサービス継続支援事業」の実施に伴う地域
医療介護総合確保基金の積み増し

医療介護提供体制改革推進交付金　等

（対象期間）感染拡大時の日曜・祝休日
（支給対象）初期救急医療機関及び２次救急医療機関

（対象施設）高齢・障害者施設、医療機関、児童福祉施設等
（検査対象者）施設の従事者、新規入所者等
（検査頻度）２回/週

地方創生臨時交付金

診療・検査医療機関休業補償支援事業

　職員が新型コロナに感染したことにより休業を余儀なくされた医療機関に対
し、休業補償に係る経費を増額

（対象機関）診療・検査医療機関
（対象経費）休業期間中の賃金及び賃料

新型コロナウイルス感染症対策応援基金
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３　未来への投資（Ｇ７教育大臣会合、ＤＸの推進など） （単位：千円）
［補正後現計］

　（１）Ｇ７教育大臣会合関連事業

新 （行政経営室） 36,305

財　　源

（学術振興課） ＜2,000＞

事業内容

財　　源

新 （教育企画課） 8,000

事業内容

財　　源

（教育企画課） ＜3,900＞

事業内容

（生涯学習・文化財室） ＜1,000＞

事業内容

新 （観光振興室） 2,000

事業内容

財　　源

Ｇ７教育大臣会合関連シンポジウムの開催〔関連事業〕
＜R⑤債務負担行為設定＞

　Ｇ７教育大臣会合の開催に併せ、県内の各高等教育機関の特色ある取組みを
発表するシンポジウムを開催

一般財源

一般財源

教育講演会（仮称）の開催〔関連事業〕
＜R⑤債務負担行為設定＞

　Ｇ７教育大臣会合の開催に併せ、教育分野で活躍する著名人による講演会を
開催

（時期）令和５年４月
（対象）教育関係者、保護者など一般県民

アンテナショップ連携によるＰＲ〔関連事業〕

こどもサミットの開催〔関連事業〕

　Ｇ７教育大臣会合のプレイベントとして、中学生・高校生等を対象とした
「こどもサミット」を開催

　本県の観光資源や食などの魅力発信につなげるため、首都圏のアンテナ
ショップにおいて、関係閣僚会合を開催する他の自治体と連携したＰＲを実施

（時期）令和５年３月
（場所）日本橋とやま館

一般財源

（時期）令和５年３月
（対象）開催県の中学生・高校生等

一般財源

（時期）令和５年４月～５月の休日
（主催）富山県・大学コンソーシアム富山
（対象）教育関係者、高校生、保護者など一般県民

県立図書館・富山市立図書館連携多文化理解推進事業
＜R⑤債務負担行為設定＞

　県と富山市が連携し、Ｇ７参加国に関連した企画展示や展示本の著者による
トークイベント等を開催

①Ｇ７参加国に関する児童図書・一般図書の企画展示・貸出の実施
②展示本の著者のトークイベントや講演会等の開催

Ｇ７富山・金沢教育大臣会合の開催

　Ｇ７教育大臣会合の開催支援や歓迎事業等を実施（富山県委員会への負担
金）

新

新

〔関連事業〕新
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新 （警備課） 5,600

財　　源

　（２）ＤＸの推進など

(学術振興課) ＜63,760＞

（デジタル化推進室）＜1,188,682＞ 

（商工企画課） ＜4,630,000＞

４　その他 （単位：千円）
［補正後現計］

新 (ワンチームとやま推進室) 129,500

財　　源

(人事課・教職員課・
警・会計課) 853,812

財　　源

(管理課・
農林水産企画課) ＜2,512,000＞

（企・経営管理課） 616,000

一般財源

Ｇ７教育大臣会合の警備に要する経費〔関連事業〕

　Ｇ７教育大臣会合を安全・安心に開催するため、警備に万全を期すもの

　（一般職）給料：改定率＋0.26％　勤勉手当：＋0.10月（1.90月→2.00月）
　（特別職）期末手当：＋0.05月（3.25月→3.30月）

一般財源、義務教育国庫負担金

　職員の生産性向上や業務効率化を図るため、庁内のグループウェア、メール
システム等を更新

　令和６年４月開設予定の「情報工学部（仮称）」の演習等において、ビッグ
データの解析やディープラーニングのために大容量のデータを送受信できるよ
う、高規格のネットワークを構築

　冬期に損傷した道路の補修や農業農村整備等に翌年度早期に着手するため、
ゼロ県債等を設定し、切れ間のない発注と計画的な執行を図るもの

道路補修や農業農村整備等に係るゼロ県債の設定
＜R⑤債務負担行為設定＞

一般財源

グループウェア・メールシステムの再構築
＜R⑤～R⑩債務負担行為設定＞

人事委員会勧告に伴う給与費の増額（一般会計分）

　令和５年４月に執行予定の県議会議員選挙に向けた事前準備や選挙啓発

高岡テクノドーム別館建設工事
＜R⑤～R⑥債務負担行為設定＞

　高岡テクノドームの機能を拡充するため、別館の建設工事を実施

富山県立大学新学部設置に係るネットワーク機器整備
＜R⑤債務負担行為設定＞

県議会議員選挙に要する経費

電気事業会計の利益剰余金の一般会計への繰出し

　水源涵養、環境保全、地域活性化などの一般会計事業等を支援するため、電
気事業会計の利益剰余金を繰出すもの

R⑤債務負担行為設定

＜34,800＞

R⑤債務負担行為設定

＜18,000＞

新

新

新
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